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曽於市女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画 

 

 

曽於市女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（以下「本計画」という。）は，女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号。以下「法」という。）第 15 条に基づき，曽於市長，

曽於市議会議長，曽於市教育長，曽於市監査委員長，曽於市農業委員長が策定する特定事業主行動計画で

す。 

 

１ 策定の趣旨 

  本市があらゆる分野の行政課題，多様な住民ニーズに対応するためには，男女を問わず職員一人ひとりが

持てる能力を発揮することが必要であります。 

  しかしながら，女性職員は，男性職員と比べて，出産や育児，介護等のライフイベントに伴いキャリアの中断

や時間制約を受けることが多く，その経験や能力を十分活用できない場合が多いのではないかと思われます。 

  組織全体の活性化を図る上でも，女性職員がそれぞれの役割を担い継続して活躍することが重要であり，そ

のための働きやすい職場環境，風土の醸成が不可欠です。 

  本計画は，すべての職員が能力をいかんなく発揮し，いきいきと活躍できる職場の実現を目指し，女性職員

の活躍推進に向けての方向性を明確にし，実効性のある取組を促すために策定しました。 

 

２ 計画期間 

  本計画の期間は，平成 28 年４月１日から平成 33年３月 31 日までの５年間とします。 

 

 

３ 進捗状況の管理等に係る体制整備等 

  本市では，組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため，女性活躍推進法に基づく特定事業主行

動計画策定準備委員会（以下「委員会」という。）を設置し，本計画の策定に係る現状分析，課題抽出及び検討

を行ってきました。今後も委員会において，本計画の変更，本計画に基づく取組の実施状況・数値目標の達成

状況の点検・評価等について協議を行うこととします。 

 

 

４ 現状と課題，課題解決に向けた目標と目標達成のための取組 

  法第 15 条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主行動計画の策

定等に係る内閣府令（平成 27年内閣府令第 61号。以下「内閣府令」という。）第２条に基づき，委員会におい

て，女性職員の職業生活における活躍に関する現状を把握し，改善すべき事情について分析を行いました。 

  分析の結果，女性職員の活躍を推進するためのいくつかの課題が見えてきました。 

  以下に，課題と，その課題解決に向けた目標と目標達成のための取組を示します。 

 

 



〇係長級以上の女性職員数（平成23年度～平成27年度）

平成27年度

職名 全体 男性 女性 女性の割合

課長級 26 26 0 0.0%

課長補佐級 42 41 1 2.4%

係長級 64 55 9 14.1%

合計 132 122 10 7.6%

平成26年度

職名 全体 男性 女性 女性の割合

課長級 26 26 0 0.0%

課長補佐級 40 40 0 0.0%

係長級 69 60 9 13.0%

合計 135 126 9 6.7%

平成25年度

職名 全体 男性 女性 女性の割合

課長級 26 26 0 0.0%

課長補佐級 42 41 1 2.4%

係長級 67 56 11 16.4%

合計 135 123 12 8.9%

平成24年度

職名 全体 男性 女性 女性の割合

課長級 26 26 0 0.0%

課長補佐級 40 39 1 2.5%

係長級 71 59 12 16.9%

合計 137 124 13 9.5%

平成23年度

職名 全体 男性 女性 女性の割合

課長級 26 26 0 0.0%

課長補佐級 39 38 1 2.6%

係長級 78 66 12 15.4%

合計 143 130 13 9.1%

【課題 １】  管理職等の女性割合及び，男女別の配置状況について 

  

〔現状と課題〕 

左の表は，平成 23 年度から平成 27 年度までの係長級以上

の女性職員数とその割合を示しています。 

直近の５年間，７％から９％前後で推移しております。 

 

次ページの左表は，平成 27 年度４月１日現在の職員の女性

割合と男女別の配置状況を示したものです。 

職種により専門的な知識，経験を必要とする所属もあります

が，女性が配置されていない所属もあります。 

性別と業務に関する固定観念にとらわれない配置を実施す

る必要があります。 

 

次ページの右表は，研修等の受講状況を示したものです。 

市町村アカデミー，都城定住自立圏特定課題解決型研修の

受講状況をみますと，女性の割合が低くなっています。 

 

女性の活躍の推進度合を見るために，係長級以上の女性職

員数の割合は，一つの指標であると言えますが，それは，職業

生活と家庭生活との安定したバランスの上に成り立ったもので

なければなりません。 

明確な数値目標を設定することが重要ではありますが，全体

のバランスを取りつつ，本市にとって，女性職員が安心して安

定して活躍するためには，どの程度の割合が適当であるのか

見極める必要があります。そのためには，対象である女性職員

の意識の持ち方が最も重要であります。 

   

〔目標〕 

○女性職員の課長補佐級職以上への配置を ５％とします。 

 

〔取組〕 

〇平成 28 年度に職員に対しての意識調査を実施します。 

〇平成 28 年度以降女性職員のためのキャリアアップ，モチベーションアップのための研修を実施し，市町村ア

カデミー等へ派遣を積極的に行います。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇職員の女性割合，男女別の配置状況

支所 所属名称 合計(人） 男性（人） 女性（人） 女性割合

総務課 20 19 1 5.0%

企画課 13 10 3 23.1%

財政課 12 11 1 8.3%

税務課 24 17 7 29.2%

市民課 14 7 7 50.0%

保健課 36 12 24 66.7%

経済課 20 17 3 15.0%

畜産課 5 5 0.0%

耕地課 10 9 1 10.0%

建設課 17 16 1 5.9%

水道課 12 11 1 8.3%

会計課 5 4 1 20.0%

議会事務局 5 4 1 20.0%

教委末吉分室 2 2 100.0%

農委末吉分室 3 2 1 33.3%

監査委員会事
務局

2 2 0.0%

大隅支所地域
振興課

14 9 5 35.7%

大隅支所保健
福祉課

8 5 3 37.5%

大隅支所産業
振興課

15 14 1 6.7%

大隅支所建設
水道課

9 8 1 11.1%

教委総務課 12 6 6 50.0%

学校教育課 7 6 1 14.3%

社会教育課 16 14 2 12.5%

農委大隅分室 3 2 1 33.3%

財部支所地域

振興課
13 9 4 30.8%

福祉課 24 16 8 33.3%

財部支所産業
振興課

12 12 0.0%

財部支所建設
水道課

9 9 0.0%

教委財部分室 2 1 1 50.0%

農業委員会事
務局

4 4 0.0%

348 261 87 25.0%

本庁

大隅支所

財部支所

合計
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9

1
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1

7

7
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3

1

1

1

1

1

2

1

5

3

1

1

6

1

2

1

4

8

1

5.0%

23.1%

8.3%

29.2%

50.0%

66.7%

15.0%

0.0%

10.0%
5.9%

8.3%

20.0%

20.0%

100.0%

33.3%

0.0%

35.7%

37.5%

6.7%

11.1%

50.0%

14.3%

12.5%

33.3%

30.8%

33.3%

0.0%

0.0%

50.0%

0.0%

係 合計 男 女

課長 1 1 0

健康推進係 13 0 13

国民健康保険係 5 4 1

介護保健係 4 1 3

地域包括支援セ
ンター係

7 2 5

福祉係 5 4 1

子育て支援セン
ター係

1 0 1

合計 36 12 24

○教育訓練の男女別受講状況
　　～男女別の将来の育成を目的とした教育訓練の受講の状況

年度 日数 性別
職名

（受講時）

10泊11日 男 主事

10泊11日 男 主事補

2泊3日 男 主事

４泊５日 男 係長

10泊11日 男 係長

４泊５日 男 主査

４泊５日 男 係長

４泊５日 女 主事

10泊11日 男 主事

４泊５日 男 主任

10泊11日 男 主事補

４泊５日 男 主事

10泊11日 男 参事補

８泊９日 男 主事

10泊11日 男 主任

８泊９日 男 主査

８泊９日 女 参事補

年度 性別
職名

（受講時）

男 主査

女 主査

男 主任

男 参事補

男 主任

男 主査

男 参事補

男 参事補

男 主任

男 主任

男 主事

男 参事補

男 主任

男 主査

男 主査

（３）研修の種類（自治研センター，人材育成に係るもの）
対象職員 27年度 26年度 25年度

1年目 19 18 19

３～５年目 7 2 7

７～９年目 4 0 9

12年以上 6 7 6

係長級 9 16 18

課長補佐級 14 8 14

課長級 6 6 8

希望者，選抜 3 4 4

概ね30～45歳，選抜 3 3 3

※階層別研修については，育休等で対象年度に受講できない場合は，復帰後に受講させている。

Ｈ24

Ｈ23

観光地域づくり・人づくり

使用料等の滞納債権の回収強化

固定資産税課税事務（土地）

法令実務Ａ

市町村税徴収事務

生活保護と自立支援対策

Ｈ27

Ｈ26

Ｈ25

受講科目

固定資産税課税事務

市町村税徴収事務

新時代の地方公営企業の経営

使用料等の滞納債権の回収強化

3

市町村税徴収事務

法令実務Ａ

市町村税徴収事務

地域における障害者福祉

市町村税徴収事務

議会事務

期間
人数

（人）

3

（１）過去５年間の市町村アカデミーの受講状況（Ｈ23年度～Ｈ27年度）

（２）過去５年間の都城定住自立圏特定課題解決型研修受講状況（Ｈ23年度～Ｈ27年度）

Ｈ23

5月～12月

5月～12月

5月～12月

5月～12月

5月～12月

Ｈ27

Ｈ26

Ｈ25

Ｈ24

地域保健と住民の健康増進

3

3

3

市町村アカデミー

都城定住自立圏
特定課題解決型研修

特別研修

新任係長研修

新任課長補佐研修

新任課長級研修

種類 研修名

一般職員（基礎）研修

一般職員研修

主査研修

新規採用職員研修

階層別研修

（自治研センター）

（平成 27 年４月１日現在） 



【課題 ２】  育児休業，配偶者出産休暇等の取得について 

 

〔現状と課題〕 

  次のページの表は，平成 26 年度における育児休業，配偶者出産休暇等の取得状況について示した資料で

す。 

  まず，育児休業について，女性の取得率が 100％であるのに対して，男性の取得率が０％となっています。 

  次に，配偶者出産休暇，育児参加のための休暇の取得についてですが，新たに取得可能になった男性職員

数が，14 人いますが，配偶者出産休暇を取得した者は，６人で 42.8％，育児参加のための休暇を取得した者は，

1 人で 7.14％となっており，全国の平均取得率と比べてかなり低いものとなっています。 

   

  家事や育児，家族の介護等の家庭責任の多くは，女性が担っているのが現状であります。 

  男性職員の家事や育児への積極的な参加は，女性職員の活躍推進のためにも不可欠です。 

  また，男性職員が家事や育児等の経験を積むことは，マネジメント力の向上や多様な価値観の醸成に繋がり，

幅広い視野を得ることができ，男性職員自身のキャリア形成にとって大きな効果を持つものと考えられます。 

 

 

〔目標〕 

○男性職員の配偶者出産休暇の取得者数の割合を１００％とします。 

○男性職員の育児参加のための休暇の取得者数の割合を１００％とします。 

 

 

〔取組〕 

○次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画と並行して，制度についてのわかりやすい資料を

作成し，掲示板等を活用し，周知徹底を図ります。 

○職員全員で，固定的な考えにとらわれることなく，職場全体が支え合い，助け合う職場風土の醸成に努め，抵

抗を感じることなく制度を利用できる職場環境づくりに努めます。 

○毎週水曜日を「ノー残業デイ」，毎月給料日を「家庭サービスの日」とし，定時退庁に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○育児休業等の取得状況（平成２６年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○男性の配偶者出産休暇等の取得率・平均取得日数（平成２６年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※参考 ○曽於市職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行規則 （抜粋） 

（特別休暇） 

第17条 条例第14条の規則で定める場合は，次の表の左欄に掲げる場合とし，その期間は，同表の 

右欄に定める期間とする。 

 事由 期間  

 10 職員の妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。次号において同じ。）の出産に伴い勤務

しないことが相当であると認められる場合 

出産に入院等の日から当該出産の日後２

週間を経過する日までにおける２日の範

囲内の期間 

 

 10の２ 職員の妻が出産する場合であってその出産予定日

の８週間（多胎妊娠の場合にあっては，14週間）前の日か

ら当該出産の日後８週間を経過する日までの期間にある

場合において，当該出産に係る子又は小学校就学の始期に

達するまでの子（妻の子を含む。）を養育する職員が，こ

れらの子の養育のため勤務しないことが相当であると認

められるとき。 

当該期間内における５日の範囲内の期間  



【課題 ３】  超過勤務の状況について 

 

〔現状と課題〕 

  平成26年４月から平成27年３月までの１年間における職員の一月あたりの平均超過勤務時間は，9.12時間

となっています。 

  超過勤務は，臨時又は緊急の必要がある場合に行われるべきものです。 

  公務の性質上，一定の超過勤務が生じることもありますが，長時間の勤務が継続することは，心身の健康と，

家庭生活と職業生活の安定したバランスを保つことの妨げになると考えられます。 

  現状を把握し，適性な事務事業の配分を実施し，その縮減に努めることが喫緊の課題です。 

   

 

〔目標〕 

○縮減に努めます。 

 

 

〔取組〕 

○管理職が現状把握をし，男女問わず家庭生活と職業生活との両立を図るための雰囲気（風通しのよい職場

環境）の醸成に努めます。 

○管理職が，仕事量の適正な配分を行うよう努めます。 

○総務課においても現状把握し，労働安全法等の基準に照らし，過度と判断される場合には，総務課，産業医

等による個別面談を実施し改善に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【課題 ４】  有給休暇の取得について 

 

〔現状〕 

  平成 26年１月１日から平成26年 12月 31日までにおける有給休暇の平均取得日数は，全体で 9.8日となっ

ています。 

  計画的な取得が，心と身体のリフレッシュとなり，職業生活と家庭生活との良好なバランスを保つことに繋が

ると考えられます。 

   

〔目標〕 

○平均取得日数を 15 日とします。 

 

〔取組〕 

○夏季休暇，年末年始等と併せた取得を促します。 

○休暇に対する意識の改革を図るとともに，休暇を取得しやすい職場の環境づくりに努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ おわりに 

  「女性の活躍」とは，一人ひとりの女性が，個性と能力を十分に発揮できることであり，多様な住民ニーズに

対応していくためにも ，女性職員の柔軟な発想を取り入れることが，本市の経営戦略上の重要な課題であると

いえます。 

  組織全体で，職業生活と家庭生活とのバランス（ワーク・ライフ・バランス）の推進に積極的に取り組みます。 

 

 


